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１．本店：大分市府内町3丁目4番1号

Ⅰ．プロフィール

２．創立：明治２６年２月１日

３．資本金：１９５億９８百万円

４．従業員数：１，６２３名（嘱託・出向含む：1,819名）

５．店舗数：１０３カ店

６．預金等残高：２兆４，６８８億円

７．貸出金残高：１兆６，６６４億円

（平成２２年３月３１日現在）
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Ⅱ．大分県の概況 大分県は「ものづくり」の県

大分県 ホームページ「大分県企業立地ガイド」より
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●大分県に進出した企業は、0４年度以降１３２社。
●他県に比べ、鉄鋼・精密機械・自動車等の製造業の進出が進んでいる。

○主な進出企業

企 業 名 分 野 地 域

新日本製鐵㈱大分製鐵所 鉄鋼製造 大分市

㈱東芝 大分工場 半導体製造 大分市

大分キヤノン㈱大分事業所 デジカメ製造 大分市

ダイハツ九州㈱大分工場 自動車製造 中津市

○主要工場

企 業 名 分 野 地 域

昭和電工㈱大分事業所 石油化学原料製造 大分市

住友化学㈱大分工場 農薬製造 大分市

サッポロビール㈱新九州工場 飲料製造 日田市

太平洋セメント㈱津久見工場 セメント製造 津久見市

日本テキサスインスツルメント㈱日出工場 半導体製造 日出町

Ⅱ．大分県の概況 大分県は製造業の県
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Ⅱ．大分県の概況 県民一人当たり所得は九州高位

内閣府：県民経済計算 「１人あたり県民所得」より
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大分県 福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県

鉄鋼：
16.8％

輸送：
22.4％

食料：
16.8％

輸送：
26.5％

輸送：
19.1％

食料：
17.9％

食料：
30.5％

石油：
36.8％

石油：
13.9％

鉄鋼：
13.6％

電子：
12.6％

電子：
23.0％

電子：
14.4％

電子：
14.3％

電子：
21.6％

食料：
22.1％

化学：
13.4％

食料：
10.2％

輸送：
10.6％

は用：
18.5％

食料：
10.7％

化学：
11.5％

飲料：
20.3％

飲料：
10.3％

億円

Ⅱ．大分県の概況 高い出荷額とバランスある産業構造

経済産業省経済産業政策局調査統計部「平成２０年工業統計速報」
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Ⅱ．大分県の概況 有効求人倍率は常に高い
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１.平成２２年3月期損益概況（単体）

21年3月期 22年3月期 増減

コア業務粗利益 ４２６ ４２２ ▲４

業務粗利益 ４０７ ４２０ １３

資金利益 ３７８ ３６８ ▲１０

役務取引等利益 ５３ ５４ １

その他業務利益 ▲２４ ▲２ ２２

（うち国債等債券損益） ▲１９ ▲２ １７

経費 ２９１ ２８６ ▲４

コア業務純益 １３６ １３６ ０

一般貸倒引当金繰入額① ４５ ▲２２ ▲６７

業務純益 ７１ １５６ ８４

臨時収支 ▲３１３ ▲６６ ２４７

不良債権処理費用② ２８１ ５４ ▲２２７

株式等関係損益 ▲２５ ▲９ １６

その他臨時収支 ▲７ ▲３ ４

（信用コスト①＋②） ３２６ ３１ ▲２９５

経常利益 ▲２４３ ９０ ３３３

特別損益 ▲１ ▲９ ▲８

税引前当期純利益 ▲２４４ ８１ ３２５

当期純利益 ▲２３２ ４８ ２８０

（単位：億円）

業務粗利益：前年度比＋１３億円

資金利益は減少したが国債等債券損益により
１３億円増加。
＜主な資金利益の増減要因＞
貸出金利息 ▲２５ 有価証券利息▲６
預金等利息 ＋１８

コア業務純益：前年度比同水準

コア業務粗利益は減少したものの、経費の削
減等により前年比同水準となった。

信用コスト：前年度比▲２９５億円

信用コスト＝一般貸倒引当金繰入額①＋不良
債権処理費用②

当期純利益：前年度比＋２８０億円

経常利益の回復に伴い当期純利益も大幅回復。

コア業務粗利益：前年度比▲４億円

コア業務粗利益＝業務粗利益－国債等債券損益

業務純益：前年度比＋８４億円

業務純益＝コア業務純益＋国債等債券損益ー
一般貸倒引当金繰入①

臨時収支：前年度比＋２４７億円

不良債権処理費用の大幅な減少と株式等償却
の減少により臨時収支は２４７億円増加
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２．資金利益の増減要因分析

資金利益は預金等利息の改善分で貸出金利息減少分をカバーできず。

（億円）
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３．預金・預り資産の状況

預金等（譲渡性預金含む）残高は、一般預金等を中
心に堅調に推移。

預り資産残高は、公共債は減少したものの個人年金
の増加により前年比＋261億円。

預金等残高推移（末残） 預り資産残高推移表

23,339 23,310
（億円）
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４．貸出金の状況

個人ローンおよび地公体向け貸出金の増加したが
事業性は前年比減少した。

個人ﾛｰﾝは、住宅ﾛｰﾝの堅調な伸びにより、前年比
７２億円増加した。

総貸出金末残推移 個人ローン残高および貸出金比率推移

15,974 16,131

23.6

24.6
24.9 24.7

25.2

（億円） （億円）
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５．有価証券の状況
（１）有価証券残高推移 （３）有価証券利息配当金と利回り推移

（４）有価証券評価損益推移

（２）円貨債券デュレーションの推移
１８年３月 １９年３月 ２０年３月 ２1年３月 22年3月

修正ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝ 3.05年 2.90年 2.73年 2.50年 2.65年

74 78 83 85 86

36 43 37 29 22

0

50

100

150

H18年３月 H19年３月 H20年３月 H21年３月 H22年３月

国内 国際

国内利回 １．１６ １．２０ １．２５ １．２５ １．２２

国際利回 ３．７０ ４．５７ ４．６３ ４．０２ ３．１３

全体利回 １．５０ １．６２ １．６２ １．５２ １．４０

１１０
１２２ １２１

１１５ １０９

（億円）
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６．利回り・利鞘の状況

貸出金利回りは２回の短プラ引下げにより前年比０．１８％低下。有価証券利回りも０．１２％低下。預金等利回

りは０．０８％低下。経費率は０．０６％低下。総資金利鞘は０．０４％低下。
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７．役務取引等利益の状況

役務取引等利益は、投信手数料収入の減少を生保手数料収入の増加でカバーし、前年比２７百
万円増加となった。

役務取引等利益の推移 預り資産手数料推移表

7,164 7,284
6,235

5,323 5,350

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H18年３月 H19年３月 H20年３月 H21年３月 H22年３月

役務取引等利益

業務粗利益に占める役務取引等利益

18年３月 19年３月 20年３月 21年３月 22年３月

１７．６％ １７．０％ １４．８％ １３．１％ １２．８％

（百万円）
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人件費・物件費の推移 ＯＨＲ推移

人件費は新入行員１００名以上の継続雇用してい
るが、賞与カットにより減少。

OHRは、人件費の削減を主要因として前年比改善
された。

８．経費の状況

（％）（億円）
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９．与信費用の状況

＜与信費用率推移表＞

＜不良債権処理内訳推移一覧表＞

与信費用は、要管理先のランクアップや破綻懸念先以下へのランクダウン減少により、前年比▲２９５億円減少
した。

注）与信費用率＝（一般貸倒引当金額＋不良債権処理額）÷貸出金平均残高

不良債権処理額＝貸出金償却＋個別貸倒引当金繰入額＋延滞債権等売却損＋その他

（単位：％、億円）

18年3月 19年3月 20年3月 21年3月 22年3月

与信費用率 ▲ 0.04 0.07 0.36 1.99 0.19

与信費用 ▲ 6 11 57 326 31

貸出金平残 15,353 15,856 15,965 16,379 16,637

18年3月 19年3月 20年3月 21年3月 22年3月

貸出金償却 0 － － 0 ０

個別貸倒引当金繰入 78 48 42 278 54

延滞債権等売却損 0 0 0 0 0

その他 0 0 1 2 ▲１

合計 78 48 43 281 53

与信費用の推移（億円）
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10．不良債権の状況（金融再生法基準）

金融再生法開示債権残高は前年比９８億円減少し、不良債権比率は４．８８％に
低下した。

注１)不良債権総額＝破産更生債権及びこれらに準ずる債権＋危険債権＋要管理債権 注２）不良債権比率＝総与信に占める不良債権総額の割合

注３）総与信＝貸出金＋支払承諾見返＋外国為替＋貸付有価証券＋仮払金＋未収利息

不良債権比率の推移

18年３月 19年３月 20年３月 21年３月 22年３月

３．６１％ ３．３０％ ３．２１％ ５．４３％ ４．８８％
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王紀純利益

１１．自己資本の状況

増資や当期純利益により自己資本比率は１０．９４％、Ｔｉｅｒ１比率８．８６％へ大幅上昇

自己資本比率・Ｔｉｅｒ1比率の推移 自己資本額の推移（％）
（億円）



１２．大分県内預貸金シェア

県内の貸出金・預金等シェアは、堅調に推移しトップを維持。

貸出金シェア推移 預金等シェア推移

（＊政府系金融機関を除く）
（＊郵貯を除く）

20

％ ％
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１３．今期(平成23年3月期)の業績予想

22年3月期
23年3月期

（予想）
増減

コア業務粗利益 ４２２ ４１３ ▲９

業務粗利益 ４２０ ４１０ ▲１０

資金利益 ３６８ ３６３ ▲５

役務等利益 ５４ ５１ ▲３

その他業務利益 ▲２ ▲４ ▲２

（うち国債等債券損益） ▲２ ▲３ ▲１

経費 ２８６ ２９７ １１

コア業務純益 １３６ １１６ ▲２０

一般貸倒引当金繰入額① ▲２２ ０ ２２

業務純益 １５６ １１３ ▲４３

臨時収支 ▲６６ ▲５１ １５

不良債権処理費用② ５４ ４０ ▲１４

株式等関係損益 ▲９ ▲３ ６

その他臨時収支 ▲３ ▲８ ▲５

（信用コスト①＋②） ３１ ４０ ９

経常利益 ９０ ６２ ▲２８

特別損益 ▲９ ▲３ ６

税引前当期純利益 ８１ ５８ ▲２３

当期純利益 ４８ ３６ ▲１２

（単位：億円）

業務粗利益：前年度比▲１０億円

貸出金利息の減少は今年度も続くことが予想さ
れ、資金利益▲５億円、役務等利益は３億円の
減少を見込む。その他業務利益も減少すること
から、業務粗利益で前期比▲１０億円を見込む。

経費は人件費の増加に伴い前期比＋１１億円を
見込む。

コア業務純益：前年度比▲２０億円

経費の１１億円の増加によりコア業務純益は２０
億円減少。

信用コスト：前年度比＋９億円

信用コスト＝一般貸倒引当金繰入額①＋不
良債権処理費用②

当期純利益：前年度比▲１２億円

業務粗利益の減少、経費の増加に加え、与信費
用を保守的に見積もった結果、当期純利益は前
期比▲１２億円を見込む。

コア業務粗利益：前年度比▲９億円

コア業務粗利益＝業務粗利益－国債等債券損益

業務純益：前年度比▲４３億円

業務純益＝コア業務純益＋国債等債券損益＋
一般貸倒引当金繰入①
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１４．業績予想の前提
１．平残予想

平成２３年３月期

上期 下期 通期

貸出金利回り １．７４ １．７５ １．７４

有価証券利回り １．３４ １．３１ １．３３

平成２３年３月期

上期 下期 通期

預金等利回り ０．１３ ０．１１ ０．１２

平成２３年３月期

上期 下期 通期

預貸金利鞘 ０．３９ ０．４４ ０．４１

総資金利鞘 ０．１８ ０．２３ ０．２１

２．運用利回り

３．調達利回り ４．利鞘

平成２３年３月期

上期 下期 通期

貸出金平残 16,766 16,775 16,770

有価証券平残 8,188 8,180 8,184

預金等平残 24,703 24,409 24,556

５．条件

（１）貸出金については、収益性の低い大都市圏での貸出の見直し及び入れ替えを行う。

（２）日銀の政策金利については、変動がないものとしている。

（３）預金等の利率、短期プライムレートについては、変動しないこととしている。

（億円） （％）

（％） （％）
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Ⅳ．地域密着型金融の推進について

２

23

平成２１年度取組み状況のご報告

１ 新たなビジネスモデルへのチャレンジ

大分県の代表的な祭り「府内紙戦（フナイパッチン）」参加風景
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事業者の売上高改善支援を行う

売上高

売上原価

販売管理費 支払手数料 役務利益

営業利益

営業外収益 受取利息 資金調達費用

営業外費用 支払利息 資金運用収益

経常利益

特別利益

特別損失

当期利益

税金

事業先のＰ／Ｌ
銀行のＰ／Ｌ

売上高

売上原価

販売管理費 支払手数料 役務利益

営業利益

営業外収益 受取利息 資金調達費用

営業外費用 資金運用

経常利益

特別利益

特別損失

当期利益

税金

地元他社へ売上波及

地元の雇用安定

大分銀行が増やすお手伝いをする

当行のシェアアップを目指す

地元の税収改善

売上高の改善は事業者共通・不変のニーズ

１．新たなビジネスモデルへのチャレンジ

新たなビジネスモデルの構築

ＷＩＮ－ＷＩＮの関係へ
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県内法人営業体制の見直し

１．県内法人営業人員の増員：今後３年間増員計画：９０名
（１）本部人員・内部事務人員の見直し

★『仕事ダイエットチーム』の立ち上げ
★『人員創出プロジェクトチーム』の立ち上げ

（２）専任職・嘱託・パート活用の見直し

２．店舗機能の見直し
（１）店頭特化店からフルバンキング店への見直し
（２）個人営業の集約（ローンプラザの再編・資産運用プラザ新設検討）
（３）個人ローン専担者と資産運用専担者の配置

３．融資推進人財の育成
（１）『ビジネス支援チームの設置（H２２年４月）』 ：ＯＪＴの推進
（２）融資推進・指導審査役の本部設置 ：本部直接指導によるＯＪＴ

４．営業支援システムの導入
（１）定性情報の蓄積・共有化
（２）Ｐ・Ｄ・Ｃ・Ａの平準化
（３）報告物の削減

１．新たなビジネスモデルへのチャレンジ
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■取組み内容
セールスアップ支援活動の基盤づくり

①セールスアップ支援活動を実践する専門チーム（ビジネス支援チーム）を

営業推進部法人営業グループ内に６名配置。

（Ｈ２３年度上期までに２８名まで増員）

②「セールスアップ支援活動」を実践する専門チームを各ブロックへ設置方針。

③当該活動は、平成２２年６月以降に本格稼動。主に以下の３つの役割を担う。

☆当行が持つお取引先の商流情報を活用し、お取引先の売上高増加に貢献することで、

地域経済活性化に寄与する。

☆お取引先の事業内容を深く理解し、お当該活動を通じ、営業店の若手行員へＯＪＴを

行う。

☆取引先との強固なリレーションを構築する。

④営業支援システム（お取引先の商流情報蓄積）の構築に着手

１．新たなビジネスモデルへのチャレンジ
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平残計画年率

年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

県内事業性 ▲0.4％ ▲0.8％ 0.1％ 0.2％ 0.3％

個人ローン 1.9％ 0.8％ 0.5％ 0.5％ 0.5％

億円

【事業性平残計画】
①ビジネスモデルの定着と成

果の表面化には時間を要
する

②緩やかなデフレが続くなかで
当面資金需要は低迷すること
を予想

③ビジネスモデルの実践により
平残はゆるやかに上昇

【個人ローン】
①営業拠点の集約と専担者配

置により、効率化と推進強化
を行う。

②ノウハウと建設業者との連携
体制は確立しており、平残計
画は堅調な推移を見込む。

１．新たなビジネスモデルへのチャレンジ
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２．平成21年度取組み状況のご報告

１．お取引先企業の経営⽀援強化
（１）ライフサイクルに応じた支援の実施 （創業・新事業支援）

①「地域力連携拠点事業」の拠点認定

②ビジネスローンセンターにワンストップ相談窓口を設け、中小企業診断士を配置。

■取組み内容

平成２１年度活動実績

ワンストップ相談窓口受付件数 ８６４件

経営支援専門家派遣先・件数 １３先／６１回

（２）大分ベンチャーキャピタル㈱との連携による経営改善支援強化

平成２１年度活動実績

経営改善計画書策定完了 １６先

計画策定支援継続中 ３先

ランクアップ先 ０先

大分ベンチャーキャピタル㈱との
業務提携によるお取引先の経営改善
支援実績

■取組み内容

（３）地域の中小企業に対する事業承継支援の強化

①大分ベンチャーキャピタル㈱等の関連会社、外部支援機関等と連携

②お取引先の「奥さま向けセミナー」等

事業継承対策への関心喚起を実施

■取組み内容

平成２１年度活動実績

事業承継相談受付件数 １７先

自社株評価依頼件数 １２先
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２．平成21年度取組み状況のご報告

２．中⼩企業に対する融資⼿法の多様化
（１）カーボンオフセット・エコ私募債引受による資金調達手法の多様化
■取組み内容
①平成２１年度の引受け実績は、１９件／１７億円

取扱開始（H20年10月）以降 ３０件／３６億６千万

（２）大分県農業信用基金協会との提携による円滑な資金供給

①平成２１年度の大分県農業信用基金協会保証付融資の取扱い実績 は２０件／１３４百万円

②「第４回農業への異業種参入セミナー」を開催し、農業への参入ニーズのあるお取引先の支援を実施。

（３）お取引先への支援強化に取組める人財の育成

①「融資業務基礎研修」等の研修・セミナーの開催により、 法人営業担当者のスキルアップを図った。

②地方銀行協会主催の各種研修に２１名を派遣
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２．平成21年度取組み状況のご報告

３．地域経済への貢献
（１）お取引先への情報提供

セミナー名 参加者数

著名講師による講演会 約４５０名

農業参入セミナー 延べ７０名

環境セミナー 約６０名

国際ビジネスセミナー 約５０名

ＩＴビジネスセミナー 約５０名

事業承継セミナー １５名

医療セミナー 約２２０名

（２）商談会の開催

①平成２１年１０月８日（木）に別府国際コンベンションセンター

（ビーコンプラザ）にて国内企業１００社、武漢市企業１７社が出展

した「第３回大分ビジネス・リンク」を開催

■取組み内容

■取組み内容

（３）法人会員組織活動内容の充実
■取組み内容

①経営塾の開催：６回 、ビジネスクラブ講演会の開催：４回、ビジネスクラブ交流会の開催：２回
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Ⅴ．ＣＳＲへの取組み

１

２

３

環境への取組み

少子・高齢化への対応

地域社会への貢献
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１．環境問題への取組み

・電気自動車の導入

環境問題への取組みの一つとして11月に、県内

の企業、また九州の銀行では初めて電気自動
車２台（三菱自動車工業㈱：i－MiEV）を営業用
車両として導入いたしました。

代表的な取り組み例

・営業店への「太陽光発電設備」の設置

平成21年9月移転・新築オープンした「賀来支店」
当行店舗では初めてとなる「太陽光発電設備」
を設置しエコ内装材を使用しました。
また、平成22年10月に完成予定の「南支店」は
太陽光発電に加え、ＬＥＤ（発光ダイオード）内蔵
看板や窓ガラスの二重化に対応する予定です。
今後の新設店舗でも環境に配慮して参ります。
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代表的な取り組み例

・ユニバーサル・サービス体験実習

高齢化社会の進展を背景に、お年寄りや体の不自由な
方に対する接客サービスの向上を図るため、新入行員
研修にユニバーサル・サービス体験実習を導入してい
ます。
今年の研修では、106人の新入行員が車椅子操作や
介助、視覚障がい者・高齢者の疑似体験等を行いました。

・サービス・ケア・アテンダントの配置

直接お客さまに接する行員の接客能力向上を目的に、社団法
人公開経営指導協会主催の「サービス・ケア・アテンダント」の
検定試験を導入し、29名の行職員が資格を取得、16カ店の
営業店に資格取得者を配置いたしました。

２．少子・高齢化への対応



34

代表的な取り組み例

・大分銀行ウェンズディコンサート
本店営業部の2階画廊フロアにおいて、毎月第2・第3水曜日に
開催。地域の芸術・文化の育成を目的に平成3年からスタート。
平成22年5月で19年目を迎えた。
地元音楽家の皆さまを中心に、演奏の場を提供するとともに、
ご来店のお客さまに素晴らしい音楽をお届けしております。

・大分スポーツ公園総合競技場の
ネーミングライツ取得

地域のスポーツと文化の振興に貢献するため、
大分スポーツ公園総合競技場の名称を
「大分銀行ドーム」とする協定を大分県と結びました。

３．地域社会への貢献

・「別府アルゲリッチ音楽祭」の共催
地元の音楽家の育成と地元へ素晴らしい音楽を提供
する目的で、アルゲリッチ音楽祭への共催と
コンサート開催に伴うボラティア活動を継続して
います。

・「Ｎ響コンサート」の開催
３年に１度開催。都心部で開催する際の半額程度で
チケットを販売し、多くの方にお楽しみいただいています。
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資本の活用状況1

金利リスクの状況2

金利上昇時の資金利益ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ3

Ⅵ. リスク・収益管理の状況

配当政策4

35
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１．資本の活用状況（平成２２年３月末）

自己資本
（Ｔｉｅｒ１＋Ｔｉｅｒ2）

１，３１５億円

待機資本

（バッファー）

６６０億円

Ｔｉｅｒ２

２５０億円

配賦資本

（Ｔｉｅｒ１）

1,065億円 ６６億円

価格変動リスク

２５０億円

金利リスク

１４５億円

信用リスク

１９４億円

配賦資本余り

４１０億円

信用リスク 金利リスク 価格変動リスク ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ

保有期間１年
信頼区間９９％

保有期間３カ月
信頼区間９９％

保有期間６ヶ月（政策投資株）
保有期間３カ月（その他）

信頼区間９９％

基礎的手法

オペリスク
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２．金利リスクの状況

アウトライヤー基準（単体：バーゼルⅡ）

①損失額 ②ＴｉｅｒⅠ＋ＴｉｅｒⅡ ①÷②アウトライヤー比率

平成２２年３月末基準 １２，５３８ １３２，０８１ ９．４９２％

【前提条件】

コア預金

平成２２年３月末基準で、平均期間２．４４年の取引として扱っております。

（コア預金は２１年３月期より内部モデルを使用しています）

ストレス的な金利変動シナリオ

９９％の信頼区間に相当する実際の変動データをストレス的な金利変動シナリオとしています。

（９９％タイル値）

（ﾄﾞﾙ・ﾕｰﾛ金利については、２００ＢＰＶにて計測）

（百万円）
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３．金利上昇時の資金利益ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

定期性預金

流動性預金

市場性調達

その他負債

長期固定(法人等)

市場金利連動

長期固定貸出(個人等)

有価証券

市場性運用
その他資産

その他連動

長期固定（公共等）

シミュレーションの前提

①金利シナリオ 年間で短期金利が０．２５％、
長期金利が０．５％のピッチで
金利上昇する。

②資金シナリオ 残高は一定

③シミュレーショ
ン対象

円金
（円

利に感応する資産・負債
貨預貸金、円貨有価証券、

円貨スワップ、円貨コールロー
ン等）

④その他 貸出金の金利は、全て約定日
に基準金利改定後の新金利
にフルスライドする。

ヘッジオペレーションは考慮し
ない。

金利上昇時の資金利益の変化額
（単位：億円）

１年目 ２年目 ３年目

資金利益 ３５３ ３６８ ３９６

貸出金利息 ３１５ ３４０ ３７２

有価証券利息 ８５ ９１ １０５

預金等利息 ４６ ６５ ８７

短プラ連動
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４．配当政策

当行は、銀行業としての公共性に鑑み、長期的かつ安定的な経営基盤の強化と経営の
効率化並びに内部留保の充実に努めており、安定配当を継続実施していく方針です。

株主還元率の推移

18年3月期 19年3月期 20年3月期 21年3月期 22年3月期

１１．２％ ２９．２％ １５．２％ ▲３．７％ １９．５％
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本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。

こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや

不確実性を内包するものであります。

将来の業績は、経営環境の変化等により、目標対比異なる

可能性があることにご留意ください。

＜本件に関するお問い合わせ先＞

株式会社大分銀行 総合企画部 広報ＣＳＲグループ

担当：小野・幸

TEL：097-538-7617 FAX：097-538-7620

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ：http//www.oitabank.co.jp/

以 上

本資料についての補足
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